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Ⅰ．調 査 要 領 
 

 
１．調査時点及び調査対象期間 

 

(1)調査時点    平成 31 年 1 月 1 日 

(2)調査対象期間 平成 30 年 10月～12 月期の実績および平成 31 年 1月～3 月期の見通しに

ついて調査した。 

 

 

２．調査対象 

 

 当所会員企業を対象に、商業＋食品業部会、水産業部会、機械工業部会、建設業部会、観

光・サービス業＋諸業部会より各 30 社、計 150 社を抽出し郵送により調査した。 

 

 

３．回収状況 

    

 対象企業数 回答企業数 回 答 率 

商業＋食品業部会 30 社 16 社 53.3％ 

水産業部会 30 社 16 社 53.3％ 

機械工業部会 30 社 11 社 36.7％ 

建設業部会 30 社 17 社 56.7％ 

観光・サービス業＋諸業部会 30 社 16 社 53.3％ 

合   計 150 社 76 件 50.7％ 

 

 

  注）本調査結果の中で、「Ｄ・Ｉ」値とある記号は、ディフュージョン・インデックス（景気動向

指数）の略で、各調査項目についての増加（好転・上昇）企業割合から減少（悪化・低下）
企業割合を差し引いた値（景気動向指数）を示す。 
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Ⅱ．概 況 
 

－業況は 2年振りに大きな悪化指数。次期は更に大幅悪化の見通し－ 

 

１．全体の動き(業況) 
 

 四半期毎に実施している中小企業景況調査の今期（平成 30年 10月～12月）の全業種平均 DI

値（「好転」と答えた企業と「悪化」と答えた企業の割合の差）は、前年同期比で▲30.2 と前

回調査時の▲14.6 より 15.6 ポイントの悪化となりました。前回調査時の次期見通しは▲40.3

だったことから、予測よりも悪化幅は抑えられています。 

部会別に前年同期比ベースをみると、商業・食品業［前年 DI 値▲28.6→今期▲62.5］、水産

業［前年 DI 値 12.5→今期▲12.4］、機械工業［前年 DI 値 23.1→今期▲27.3］、建設業［前年

DI値 11.8→今期▲5.8］、観光・サービス・諸業［前年 DI値▲18.8→今期▲43.7］となりまし

た。 

今回の調査では、全ての業種で前年同期より「悪化」となりました。観光サービス業・諸業、

商業・食品業では「需要の停滞」を訴える声がそれぞれ多くなっており、9 月に発生した胆振

東部を中心とした地震と、その後北海道全域を襲った大停電の影響が尾を引き、大きな要因と

なったと考えられます。また、紋別と羽田空港を結ぶ直行便の搭乗者数も、12月末時点で前年

を下回ったとの報道もあり、宿泊施設や飲食店の客足も伸び悩み、になりました。機械工業、

建設業からは、雪不足により除雪作業に従事される方の出動が極端に少なかった事や、それに

伴う機械の販売減少、修理依頼も少なかったとの声も寄せられています。 

次期（平成 31年 1月～3月）については、業況判断 DIが再び▲46.0と更に悪化するとの予

測となっています。特に、休漁期となる水産業と、冬の観光シーズンや新生活に向けた準備等

で本来であれば需要の増加が見込まれる観光サービス業・諸業については、それぞれ▲60ポイ

ントを大きく下回る値を示しており、今後の動向が憂慮されます。 
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全業種の経営上の問題点としては、「需要の停滞」「従業員・熟練従業員の確保難」を訴える

声が多く寄せられている他、「人件費、それ以外の経費の増加」も多くなっています。 

 

 

■部会別の動向 

 

【商業・食品業部会】 〔業況判断 DI値（前年同期比）▲62.5（前年 DI値▲28.6、来期見通し 

▲31.3）〕 

 業況 DI 値（前年同期比）は、前年同期と比べ 33.9 ポイントの大幅な悪化となりました。宅

配・インターネット等通販利用者の増加や、紋別市以外の地域へ買い物へ出かける事による市

内での需要の停滞が顕著になり、業況判断は依然として厳しくなっています。次期見通しは前

年同期には及ばないものの、今期よりは回復する予想となっています。経営上の問題点として

は「需要の停滞」「宅配・インターネット等通販利用増加」「人件費以外の経費の増加」を訴え

る声が多くなっています。 

《業界の問題点等》 

 ・廃業者の続出（医薬品小売） 

 ・後継者がいない。（家具・家電小売） 

 ・やる気のある人がいない。薄利多売で忙しくて休めない。（食料品小売） 

 ・取引業者の廃業による市外からの仕入れ増。市外に金が流出する構図となっている。（食料品

小売） 
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【水産業部会】 〔業況判断 DI値（前年同期比）▲12.4（前年 DI値 12.5、来期見通し▲68.8）〕 

  業況判断 DI値（前年同期比）は 24.9ポイントの大幅な悪化となりました。税関発表による

と、紋別港の活ガニの輸入量については、10～12月の第 3 四半期を前年同期で比較すると約 6

割に留まっており、また、平成 30年の一年間の合計でも前年より減少していることから、依然

として厳しい状況となっています。また、今期の主力となるサケ漁をみると尾数では昨年より

も多かったものの、魚体の小型化から、加工場も原料確保に苦慮としたとの報道もされており、

前年よりも悪化した結果となりました。次期の見通しは休漁期にも入る事もあり、▲68.8と更

に大幅な悪化予測となっています。経営上の問題点としては「人件費の増加」「従業員の確保難」

を訴える声が多くなっております。 

《業界の問題点等》 

 ・原料不足が深刻（水産加工業） 

 ・秋漁の不振による加工原料不足に伴う原材料価格の上昇が、今後の経営を圧迫する事が懸念

されます。（水産加工業） 
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【機械工業部会】 〔業況判断 DI値（前年同期比）▲27.3（前年 DI値 23.1、来期見通し▲45.4）〕 

 業況判断 DI 値（前年同期比）は、50.4 ポイントもの大幅な悪化となりました。今回の回答

では、「好転」を示す回答が無かった事が大きな悪化の要因となっています。雪不足による除雪

機の販売・修理の減少や、ボイラや車両を新品へ入れ替えたことにより修理業務が減少してい

るという声が多く寄せられる一方、同業者の廃業により業務が増加しているにも関わらず、人

手や設備不足により仕事を断らざるを得ないといった事例も寄せられています。来期業況見通

しは更に 18.1ポイント悪化する予測となっています。経営上の問題点としては「材料単価の上

昇」「材料費・人件費以外の経費の増加」「熟練技術者の確保難」を訴える声が多くなっていま

す。 

《業界の問題点等》 

 ・高齢化と後継者不足で病気となれば、即廃業となり、将来が不安です。（室内装飾製造業） 

 ・同業他社の業務縮小（今後は廃業の恐れも数社あり）も原因（弊社の企業努力もありますが

…）となり、発注や見積もりの依頼は増加しており、良い事でもあるが、弊社も対応できる

人員の人数や設備が追いつかず、納期の遅延や発注を断らねばならない事もあり、客先から

の信頼に悪影響も出ています。今後は、会社の成長（人も設備も）により、会社を伸ばすチ

ャンスにもなりますが、仕事が地元で消化しきれない場合は、地方の会社の進出などの恐れ

もあり、その場合には受注量の低下や競争見積りによる受注金額の低下なども考えられます。

考えられる対策は、後継者がいる会社は増員や設備の増強等を実施して、対応力を上げたり、

繁忙期が異なるなら、他社との下請協力関係を作るなども考えられますし、廃業を考えてい

るなら、合併する事も考慮したりという対策は考えられますが、同業者でそこまで話し合え

る関係が築けていないのが現実です。（鉄工業） 
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【建設業部会】 〔業況判断 DI値（前年同期比）▲5.8（前年 DI値 11.8、来期見通し▲23.5）〕 

 業況判断 DI 値（前年同期比）は前年比 17.6ポイントの悪化となりました。市内では中心部

の市営住宅新築工事が順調に進んでいる他、一般住宅等のリフォームや修繕等の小規模な工事

が増加しているとの声も寄せられていますが、建設業全体としては依然として需要の停滞を訴

える声が多く寄せられています。また、仕事はあるもの作業の目途が立たずに受託できないケ

ースもあるとのことです。次期は DI 値が▲23.5 と更に悪化の見通しとなっており、雪不足に

よる除排雪作業の減少の他、民・官それぞれの需要の停滞に加え、材料単価の上昇など、厳し

い見通しとなっています。経営上の問題点としては「従業員の確保難」を訴える声が多くなっ

ています。 

《業界の問題点等》 

・労働者の不足、高齢化。（採石業） 
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【観光・サービス業・諸業部会】 

〔業況判断 DI値（前年同期比）▲43.7（前年 DI値▲18.8、来期見通し▲62.5）〕 

 業況判断 DI 値（前年同期比）は前年よりも 24.9 ポイントの悪化となりました。9 月に発生

した胆振東部地震により全道を襲ったブラックアウトと、その後続いた余震等による宿泊、飲

食、交通関連での予約キャンセルや、関連企業の被災による影響がその後も続いたとの声も寄

せられています。少子高齢化で生活関連サービスでも利用者数の減少が依然として続いており、

部会全体で大幅な悪化となりました。来期は DI 値▲62.5 と更に悪化する見通しですが、冬観

光及び歓送迎会や新生活の準備等での業況が上方修正されることへ期待を寄せています。経営
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上の問題点としては、「需要の停滞」「消費者ニーズの変化への対応」「従業員の確保難」が多く

なっております。 

 

《業界の問題点等》 

・日中貿易戦争の影響が回り回ってこの業界にも。（理美容業） 

・従業員の高齢化（旅客運送業） 

・人口減の割に店舗が増加している。（理美容業） 
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２．今期の動向 
 

(1)今期の売上高・生産高 

 

【前年同期比】（平成 29年 10月～12月期の水準と比較した今期の売上高） 
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前年同期比 
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43.4 

62.5 

43.7 
27.3 29.4 

50.0 

38.2 

31.2 

31.3 
54.5 47.1 

31.2 

18.4 
6.3 

25.0 
18.2 23.5 18.8 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻ ﾋーﾞｽ業・諸業

今期の売上高・生産高（前年同期比）

増加

不変

減少

 
 

全業種平均で DI値▲25.0〔前年調査時（平成 29年 10～12月期 0.0）より 25ポイント悪化〕  

機械工業以外の全業種で悪化。 

   

［部会別 DI値］    商業・食品業〔前年▲28.6→▲56.2〕、水産業〔前年 12.5→▲18.7〕 

          機械工業  〔前年▲30.8→▲9.1〕、建設業〔前年 11.8→▲5.9〕 

          観光･ｻｰﾋﾞｽ業・諸業〔前年▲25.0→▲31.2〕 

 

 

 (2)今期の採算 

 

【前年同期比】（平成 29年 10月～12月期の水準と比較した今期の採算水準） 

-47.2 

-48.1 

-43.1 

-62.0 

-37.2 

-34.7 

-39.0 

-44.8 

-34.9 

-44.4 

-37.8

-41.2

-45.7

-33.7

-40.2

-38.7

-56.4

-46.6

-56.3

-42.5

-28.7

-39.3

-33.7

-34.6

-44.4

-25.3
-24.3

-34.9

-45.5

-47.8

-35.2

-36.3

-27.3

-30.0 

-34.5 

-22.5 

-17.0 

-5.6 

7.2 

-1.1 

-12.1 

-21.4 

-19.1 

-15.9 

-11.8 

-20.9 
-23.0 

-11.5 

-33.3 

-36.4 

-36.1 

-22.4 

-21.7 
-21.3 

-4.0 

-35.1 

-20.7 

-19.5 

-27.6 

-70 

-60 

-50 

-40 

-30 

-20 

-10 

0 

10 

採算推移（全業種平均Ｄ・Ｉ）
（黒字－赤字）D･I

 

前年同期比 
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43.4 

62.5 

31.3 36.4 
29.4 

56.2 

40.8 

31.2 

43.7 

54.5 

52.9 

25.0 

15.8 
6.3 

25.0 

9.1 
17.7 18.8 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻ ﾋーﾞｽ業・諸業

今期の採算（前年同期比）

好転

不変

悪化

 
 

全業種平均で DI値▲27.6〔前年調査時（平成 29年 10～12月期▲4.0）より 23.6ポイント悪

化〕 

  全業種で悪化。 

 

［部会別 DI値］    商業・食品業〔前年▲37.5→▲56.2〕、水産業〔前年 0.0→▲6.3〕 

          機械工業  〔前年 30.8→▲27.3〕、建設業〔前年 11.8→▲11.7〕 

          観光･ｻｰﾋﾞｽ業･諸業〔前年▲25.0→▲37.4〕 

 

 

(3)今期の資金繰り 

 

【前年同期比】（平成 29年 10月～12月期の水準と比較した今期の資金繰り） 

-39.4 

-33.6 

-25.5 

-46.0 

-17.4 

-27.0 

-24.6 

-21.1 

-16.0 

-28.2 

-29.6 

-32.7 

-32.6 

-22.5 

-28.6 

-19.6 

-39.6 

-26.4 

-27.9 

-17.8 

-28.7 

-22.4 

-17.9 

-13.4 

-26.8 

-18.3 

-11.0 

-26.5 

-21.8 

-24.8 

-22.7 

-20.0 
-19.6 

-24.4 

-18.6 

-10.1 

-13.1 

-6.9 

-2.4 

-3.4 

0.0 

-8.5 

-2.5 

-8.1 

0.0 

-5.7 

-1.4 

1.2 

-20.0 

-15.1 

-23.7 

-12.2 

-15.7 

-17.3 

1.3 

-13.2 

-3.7 
-4.9 

-9.3 

-16.6 

-50 

-40 

-30 

-20 

-10 

0 

10 

資金繰り推移（全業種平均Ｄ・Ｉ）
（好転－悪化）

D･I

 
 

前年同期比 
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21.3 

40.0 
25.0 

18.2 
5.9 

18.8 

66.7 

53.3 

56.2 
81.8 

76.5 

68.7 

12.0 6.7 
18.8 

0.0 

17.6 12.5 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻｰﾋﾞｽ業・諸業

今期の資金繰り（前年同期比）

好転

不変

悪化

 
 

全業種平均で DI値▲9.3〔前年調査時（平成 29年 10～12月期 1.3）より 10.6ポイント悪化〕  

  建設業、観光サービス業・諸業で回復。その他は悪化。 

 

［部会別 DI値］    商業・食品業〔前年▲15.4→▲33.3〕、水産業〔前年 6.3→▲6.2〕 

          機械工業  〔前年 23.1→▲18.2〕、建設業〔前年 5.9→11.7〕 

          観光･ｻｰﾋﾞｽ業･諸業〔前年▲12.5→▲6.3〕 

 

 

 

 (4)今期の在庫水準 

 

【前年同期比】（平成 29年 10月～12月期の水準と比較した今期の在庫水準） 

 

31.3 25.0 
37.5 

59.3 68.7 50.0 

9.4 6.3 12.5 

全業種 商業・食品業 水産業

今期の在庫水準（前年同期比）

過大

適正

不足

 
 

全業種平均で DI値▲21.9〔前年調査時（平成 29年 10～12月期▲16.6）より 5.3ポイント不

足〕 

   

［部会別 DI値］ 商業・食品業〔前年 0.0→▲18.7〕、水産業〔前年▲31.3→▲25.0〕 
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 (5)今期の金融機関の貸出姿勢 

 

【前年同期比】（平成 29年 10月～12月期の水準と比較した今期の金融機関の貸出対応） 

 

8.6 
8.3 

18.7 
9.1 5.9 0.0 

42.3 83.4 68.8 81.8 94.1 
92.9 

7.1 8.3 12.5 9.1 
0.0 

7.1 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻｰﾋﾞｽ業・諸業

今期の金融機関の貸出姿勢

緩い

不変

厳しい

 
 

全業種平均で▲1.5ポイント。商業食品業 0.0、水産業▲6.2、機械工業 0.0、建設業▲5.9、 

観光･サービス業･諸業 7.1 

 

 

 

 (6)今期の借入金の金利水準 

 
【前年同期比】（平成 29年 10月～12月期の水準と比較した今期の借入金の金利水準） 

1.4 0.0 
6.3 

0.0 0.0 0.0 

98.6 100.0 
93.7 

100.0 100.0 100.0 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻｰﾋﾞｽ業・諸業

今期の借入金の金利水準

上昇

不変

低下

 
 

全業種平均で▲1.4。商業食品業 0.0、水産業▲6.3、機械工業 0.0、建設業 0.0、観光･サービ

ス業･諸業 0.0 
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 (7)設備投資の実施状況 

 

今期の店舗・社屋・工場等への設備投資実施状況について 

１．実施した

12.8% ２．来期実施予定

7.7%

３．次期未定だが実

施予定

23.1%

４．実施予定なし

56.4%

設備投資の実施状況

 
 

 

 

 

３．来期の見通し 
 

(1)来期の業況 

 

【今期比】（平成 30年 10月～12月期の水準と比較した来期の業況見通し） 

 

52.6 
43.8 

75.0 

54.5 

29.4 

62.5 

40.8 
43.7 

18.8 

36.4 

64.7 

37.5 

6.6 12.5 6.2 9.1 5.9 0.0 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業 観光・ｻｰﾋﾞｽ

業・諸業

次期の業況見通し（今期比）

好転

不変

悪化

 
全業種平均 DI値▲46.0〔今期の業況（前年同期比▲30.2）より 15.8ポイント悪化の見通し〕 
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(2)来期の売上高・生産高 

 

【今期比】（平成 30年 10月～12月期の水準と比較した来期の売上高・生産高見通し） 

 

59.2 56.2 

87.5 

54.5 

35.3 

62.5 

35.5 37.5 

6.3 

36.4 
58.8 

37.5 

5.3 6.3 6.2 9.1 5.9 0.0 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻ ﾋーﾞｽ業・諸業

次期の売上高・生産高見通し（今期比）

増加

不変

減少

 
全業種平均 DI 値▲53.9〔今期の売上高・生産高（前年同期比▲25.0）より 28.9ポイント悪

化の見通し〕 

 

 

 

 (3)来期の資金繰り見通し 

 

【今期比】（平成 30年 10月～12月期の水準と比較した来期の資金繰り見通し） 

 

22.2 26.7 31.3 27.3 

11.8 

31.2 

72.2 60.0 

68.7 
63.6 

88.2 
62.5 

5.6 
13.3 

0.0 
9.1 

0.0 
6.3 

全業種 商業・食品業 水産業 機械工業 建設業観光・ｻｰﾋﾞｽ業・諸業

次期の資金繰り見通し（今期比）

好転

不変

悪化

 
全業種平均 DI値 ▲16.6〔今期の資金繰り（前年同期比▲9.3）より 7.3ポイント悪化の見通

し〕 
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Ⅲ．各 指 標 
  

 全 体 
商 業 

食品業 
水産業 機械工業 建設業 

観光ｻｰﾋﾞｽ業 

・諸業 

業況判断 

Ｄ・Ｉ 

今期実績 ▲３０．２ ▲６２．５ ▲１２．４ ▲２７．３ ▲５．８ ▲４３．７ 

来期見通し ▲４６．０ ▲３１．３ ▲６８．８ ▲４５．４ ▲２３．５ ▲６２．５ 

売上･生産 

Ｄ・Ｉ 

今期実績 ▲２５．０ ▲５６．２ ▲１８．７ ▲９．１ ▲５．９ ▲３１．２ 

来期見通し ▲５３．９ ▲４９．９ ▲８１．３ ▲４５．４ ▲２９．４ ▲６２．５ 

在 庫 

Ｄ・Ｉ 

今期実績 ▲２１．９ ▲１８．７ ▲２５．０ ―― ―― ―― 

来期見通し ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

採 算 

Ｄ・Ｉ 

今期実績 ▲２７．６ ▲５６．２ ▲６．３ ▲２７．３ ▲１１．７ ▲３７．４ 

来期見通し ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

資金繰り 

Ｄ・Ｉ 

今期実績 ▲９．３ ▲３３．３ ▲６．２ ▲１８．２ １１．７ ▲６．３ 

来期見通し ▲１６．６ ▲１３．４ ▲３１．３ ▲１８．２ ▲１１．８ ▲２４．９ 

金融機関 

貸出姿勢 

Ｄ・Ｉ 

今期実績 ▲１．５ ０．０ ▲６．２ ０．０ ▲５．９ ７．１ 

来期見通し ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

借 入 金 

金利水準 

Ｄ・Ｉ 

今期実績  ▲１．４ ０．０ ▲６．３ ０．０ ０．０ ０．０ 

来期見通し ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

※借入金金利水準 D・I 値のプラス値については、借入金利が上昇したと感じた回答が多い時にプ

ラス値で表示されます。 
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Ⅳ．働き方改革関連法施行に伴う調査について 
 

 

 

 

 

 2019 年 4 月 1 日に施行される「働き方改革関連法案」では、「働き方改革の総合的かつ継続的

な推進」「長時間労働の是正と多様で柔軟な働き方の実現等」「雇用形態にかかわらない公正な待

遇の確保」の 3 つを柱としている。これに伴い、企業は各法案に向けて対応が必要となります。 

 

 「働き方改革」は、国・会社・働く人が三位一体となって、法制度、企業文化等を抜本的に変

革させ、働く人の置かれた個々の事情や意向に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現する

ための改革で、「時間外労働の上限規制導入」「年次有給休暇の確実な取得」「正規雇用と非正規雇

用労働者間の不合理な待遇格差の禁止」等が、本年 4 月 1 日より順次施行されます。 

 

 そこで、今回は有給休暇の取得状況や時間外労働の現状、「働き方改革」によりどのような効果

や影響があるのかについて伺いました。 

 

 

【年次有給休暇の取得状況について】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

せおｄｐｍｐ 

 

 

 

 

最初に適用される「年次有給休暇の時季指定・毎年 5 日（確実に取得）」を受け、各事業所の年

次有給休暇の現在の取得状況についてお伺いしたところ、従業員のいない家族経営の個人事業所

へも調査を行った事から、「有給休暇の設定がない」という回答が多くなりました。 

 業種別にみると、有給休暇の設定は水産業が最も高く、取得割合については各事業所によって

差はありますが、従業員の有給の取得へは既に積極的に対応をしている様子が窺えます。 

 

 

全業種

商業・食品業

水産業

機械・工業

建設業

観光サービス業・諸業

全業種 商業・食品業 水産業 機械・工業 建設業
観光サービス業・諸

業

100％ 8 0 2 0 2 4 

80～90％ 5 0 1 2 2 0 

60～70％ 2 1 1 0 0 0 

50％ 8 5 2 0 0 1 

30～40％ 2 0 0 1 0 1 

10～20％ 13 1 6 3 3 0 

0％ 5 2 1 0 1 1 

有給休暇の設定なし 31 7 3 5 8 8 

10.8%

6.8%
2.7%

10.8%

2.7%17.6%
6.8%

41.9%

年次有給休暇の取得状況【全業種】

100％

80～90％

60～70％

50％

30～40％

10～20％

0％

有給休暇の設定なし
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【時間外労働について】 
 

 時間外労働は、「１年中時間外労働がある」、「特定

の期間に集中してある」を合わせるとおよそ 65％と

なり、半数以上の事業所で残業がありました。 

また、上記 2 つの回答をされた方に月平均の時間

外労働時間ついて伺ったところ、「15 時間未満」が

最も多くなりました。2019 年 4 月（中小企業 2020

年 4 月）から施行される時間外労働の上限規制の対

象となる「月平均 45 時間以上」との回答は、今回

の調査では 7.1％に留まりました。 

  

 

 

 

 

20 

2 

4 

5 

4 

5 

26

3 

10 

3 

6 

4 

25

9 

2 

3 

5 

6 

全業種

商業・食品業

水産業

機械・工業

建設業

観光サービス業・諸業

時間外労働について

１年中ある 特定の機関に集中してある なし

 
 

3 

0 

1 

0 

1 

1 

12

0 

7 

1 

1 

3 

8

2 

3 

1 

2 

0 

19

4

2

5

5

3

全業種

商業・食品業

水産業

機械・工業

建設業

観光サービス業・諸業

時間外労働がある事業所の月平均の時間外労働の時間
（時間外労働がある方のみ回答）

45時間以上 30～44時間 15～29時間 15時間未満

 

28.2%

36.6%

35.2%

時間外労働について【全業種】

１年中ある 特定の期間に集中してある なし
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【時間外労働について】 
 

12.6%

16.8%

19.3%21.8%

3.4%

3.4%

4.2%

16.0%

2.5%

働き方改革導入による影響と効果【全業種】

生産時間の短縮

業務の遅滞

労働者不足

労働者の収入減

従業員のメンタル向上

生産性向上

短時間労働者の増加（兼業者）

影響なし

その他
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 働き方改革による影響と効果についての設問では、「労働者の収入減」「労働者不足」「業務の遅

延」と続きますが、「影響なし」との回答も多くなっております。今回の調査では、働き方改革実

施に伴う労働条件の変更等もあることから、効果よりも、懸念される影響を示す回答が多くなり

ました。 

全業種

商業・食品業

水産業

機械・工業

建設業

観光サービス業・諸業

全業種 商業・食品業 水産業 機械・工業 建設業 観光サービス業・諸業

生産時間の短縮 15 0 9 2 2 2 

業務の遅滞 20 0 8 4 6 2 

労働者不足 23 3 10 4 4 2 

労働者の収入減 26 3 10 1 9 3

従業員のメンタル向上 4 0 2 0 1 1

生産性向上 4 0 2 1 0 1

短時間労働者の増加（兼業者） 5 1 2 1 0 1

影響なし 19 4 1 5 3 6

その他 3 2 1 0 0 0

有給休暇の取得義務、時間外労働の上限規制導入による影響と効果

15 

0 

9 

2 

2 

2 

20 

0 

8 

4 

6 

2 

23 

3 

10 

4 

4 

2 

26 

3

10

1

9

3

4 

0

2

0

1

1

4 

0

2

1

0

1

5 

1

2

1

0

1

19 

4

1

5

3

6

3 

2

1

0

0

0

全業種

商業・食品業

水産業

機械・工業

建設業

観光サービス業・諸業

有給休暇の取得義務、時間外労働の上限規制導入による影響と効果
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【働き方改革に関するご意見等】 
 

・労働者の確保難の中、有給休暇の取得はしょうがいが、経営していける気がしない。 

（小売業） 
 

・省庁の発表のまま受けると、この法案が過労死法案という事が見えない。表面上は良い法 

案。（小売業） 
 

・今後雇用契約を交わす場合、３６協定の重要性が増してくると考えられます。 

（水産加工業） 
 

・１年単位の変形労働時間なので、月 45時間以上の時間外は繁忙期のみなので、大きな影響 

があるとは思いません。（梱包資材製造） 
 

・時間外労働は担当している業務や時期によって変わる。（印刷業） 
 

・働き方改革が実施になり、規定通りの有給休暇を消化しなければならなくなると、現在と

同量の仕事量をこなすには残業を増やすか（それでは本末転倒）、従業員を増員しなけれ

ばならない。もしくは、納期遅延をお願いするか、断るかしなければならず、企業の収益

は悪化して、最悪の場合は倒産か廃業に追い込まれる可能性もあると考えられます。（鉄

工業） 
 

・納期限のある仕事なので、その時により時間外も 45時間を超える事もあるので、一概には

喜べないです。大手対象の考えかと思います。（電気工事業） 
 

・時間外労働の上限があった場合、需要があった時に収入減に繋がる。都会に合った、田舎 

に合った上限をしっかり精査して作って欲しい。（旅客運送業） 
 

・働き方改革は、当たり前の事を必ずやりなさいというだけのもの。他社さんで出来ていな 

かったとしたら、今やっと同じ土俵になるので、自社は有利。（酪農サービス業） 
 

 


